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 新しい教育を実現するための義務教育条件整備に向けての提言  

 

この度、公明党文部科学部会の下に義務教育条件整備に関する検討小委員会を立ち上げ、現在

の学校現場を取り巻く教育課題や家族が抱える問題、社会の変化等を踏まえつつ、これからの時代に

応じた教育をどう実現していくのかについて有識者等からヒアリングを行うとともに、学校現場にも足を運

び、精力的に検討を行ってきた。 

また、この間、今年 6 月には OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）において、日本の教員の一

週間あたりの勤務時間は参加国中断トツに長く、人員不足感が大きい実態等が明らかになった。 

こうした調査や検討を踏まえ、当検討小委員会はこれからの時代に応じた新しい教育を実現するため

の義務教育条件整備について、以下の通り提言する。 

 
 
【１】新しい教育を実現するための教員定数の確保等  
 

これからの時代に応じた教育を実現するため、ひとりひとりの発想や興味・関心を伸ばし、自ら考え、主

体的に学ぶ教育を実現するためには、少人数学級・少人数教育の推進が不可欠である。特に従来の 1

人の教員による一斉授業から、アクティブ・ラーニングやプロジェクト・メソッドを導入する等課題解決型・

双方向授業への転換を速やかに進めなければならない。 

また、学校を取り巻く環境が複雑化・困難化する中、特別支援教育や不登校、いじめ問題等に加え、

英語教育や土曜授業等新たな教育課題への対応等学校や教員に求められる役割が拡大している。 

こうした状況に対し、加配教員の拡充で対応してきたが、加配教員は都道府県からの申請を受け配置

されるものであり、地域ごとに課題がことなることから、地域により配置数が異なっている状況となっている。 

少子化に伴い教職員定数を減らすべきとの声もあるが、少子化の時代だからこそ、我が国はひとりひと

りに対する質の高い教育が必要であり、そのために必要な教職員に係る教育費を手当していくことが重要

だと考える。 

ついては、平成 27 年度予算編成に当たり、これからの時代の新しい教育を実現するために必要な教

員定数を確実に確保すべきである。 

また、近年、非正規教員が増加傾向にあるが、こうした傾向は学校運営面や教育の質の向上・維持

といった面で問題がある。都道府県が長期的な見通しを持った計画的な採用・人事配置を行いやすくす

るためにも、国において法律改正による計画的かつ安定的な教職員定数の基礎定数の改善を図るべき

である。 
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【２】新しい教育を実現するための教員の資質の向上  
 

新しい教育を実現するためには、教育内容・方法の転換が必要不可欠である。そして、この転換を着

実に実施するためには、実践的指導力の充実や養成・採用・研修を通じた指導力の強化等教員の質の

向上が不可欠であることも論を待たない。 

他方、教員の研修への参加等資質向上への意欲は高いが、業務多忙や費用、支援不足により、研

修への参加が困難であることが指摘されている。 

ついては、教員の資質向上のための研修参加機会の拡大や主幹教諭の配置促進、教員と職員の

役割分担の分業化・明確化等あらゆる政策の総動員を図るべきである。 

また、教育の質を上げるためにも、人材確保法の精神にのっとり、給与の優遇措置を確実に担保し、

頑張っている教員には更に手厚く報いる等の処遇改善を行い、学校現場の士気を高めるべきである。 

その他、教職員のワークライフバランス向上といった観点から、テレワークの導入も検討すべきである。 

 
 
【３】「チーム学校」の実現  
 

学校において、教員のみならず、学校栄養職員、事務職員その他、スクール・カウンセラーやスクー

ル・ソーシャル・ワーカー、学校司書、IT 支援員等それぞれの分野で専門知識を持つ専門家とも積極

的に連携し、チームを組んで様々な教育課題に対処することが必要である。 

しかし、我が国においては、諸外国と比べ、初等中等教育学校の教職員総数に占める専門家の占め

る割合は 18％と低い水準にとどまっている。 

このように教員が授業以外にも学校運営に必要な業務を受け持つために様々な仕事をこなすというの

は、肉体的にも精神的にも厳しく、我が国においても、学校に多様な専門性を持った職員の学校への配

置を進め、「チーム学校」を実現すべき時期が来ていると考えるべきである。 

特に不安定で精神的なケアが必要な子どもや家庭に複雑な問題を抱えている子どもに対しては、スク

ール・カウンセラーやスクール・ソーシャル・ワーカー等専門性のある職員の対応が求められているが、配

置状況は十分ではない。また、教育の ICT 化を進めるに当たっては ICT 支援員、学校での読書活動を

進めるに当たっては学校司書といった専門家の配置も十分とはいえない。 

ついては、平成 27 年度予算編成にあたっては、ICT 等を活用して事務機能の強化を図るとともに、ス

クール・カウンセラーやスクール・ソーシャル・ワーカー、学校司書や IT 支援員といった専門家の拡充を

図るとともに、将来的には定数化を図るべきである。 

 
 
【４】部活動指導の体制整備  
 

部活動は、教育課程外に計画された学校の教育活動とはいえ、授業同様、学校生活において非常

に重要な活動である。他方、我が国の教員の一週間あたりの勤務時間は、OECD の国際教員指導環

境調査（TALIS）2013 によると 34 カ国中で最長であり、特に課外活動（スポーツ・文化活動）、いわゆる

部活動の指導時間が特に長い（日本7.7時間、参加国平均2.1時間）ことが大きな負担となっていること

が指摘されている。 
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教員の努力だけに部活動指導を任せておくことはもはや不可能であり、技術指導にあたる外部協力者

の活用を積極的に進めるとともに、教員以外の引率も可能とする等制度改善を関係団体等とも連携し、

早急に図るべきである。 

また、部活顧問の部活動手当についても増額を図るべきである。 

 
 
【５】地域と共にある学校づくりの推進  
 

子どもたちが抱える問題を地域ぐるみで解決するためには、保護者や地域住民の力を学校運営に生か

していくことが、これからの教育においては必要不可欠である。 

こうした観点から、保護者や地域住民が学校運営に参画するコミュニティ・スクール等の導入促進が

進められているが、平成 26年度 4月 1日現在で 1,919 校にとどまっている（平成 28年度末までに全公

立小中学校の 1割にあたる約 3,000 校）。 

ついては、学校・地域・家庭の組織的・継続的な連携・協働体制の下、学校支援地域本部と一体

的にコミュニティ・スクール導入を進めるため、コミュニティ・スクール未導入地域に対する支援を拡充する

とともに、導入後の支援策も創設する等施策の充実を図るべきである。 

 
 
【６】学校施設整備・統廃合  
 

学校施設整備については、平成27年度末までに非構造部材を含む耐震化100％を完了し、津波対

策の強化などと併せて地域の防災拠点としての機能強化を図るため、必要な予算を確保するべきである。 

公立小中学校の統廃合については、設置者である各市町村が地域の実情を踏まえて適切に判断す

べきであるが、国としても、今後、教育的観点から学校の適正規模について、各市町村の判断の参考と

なる指針を速やかに提示することが必要である。 

また、少子化や過疎化が進む中、学校規模の適正化を図るためのインセンティブとして、スクールバス

やカリキュラム開発等施設整備の更なる支援策を充実させるとともに、地理的な理由などで統廃合ができ

ない地域においても、教育の質を確保するため、ICT を活用した教育や学校間の協働体制構築等を積

極的に推進する地方自治体に対して、新たな支援策を講ずるべきである。 

 
 
【７】義務教育段階の海外子女教育の充実  
 

平成 25 年 4月 15 日現在、約 7.1 万人の義務教育段階の日本人の子どもが海外で生活していると

いう実態を踏まえ、在外教育施設への支援拡充は待ったなしである。派遣教員を増やすとともに、研修の

更なる充実、特別支援教育やメンタルヘルス対応など特別な課題に対応する加配教員の配置等確実

に実施すべきである。 

また、海外に長期間滞在した後帰国する子どもの数は年間約1万人となっているが、帰国後に海外で

の経験を生かす仕組みが我が国においてはまだまだ不十分である。グローバル人材の予備軍である帰国

子女の受入れ体制を早急に整えるべきだと考える。 

 

以 上 


